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平成19年以降、中国製食品の安全性への危惧を背景とした消費者の中国産離

れによる輸入商社の買い控え等から、輸入野菜の過半を占める中国産野菜を中

心に輸入が減少している。

図１－４ 最近の野菜の輸入量の推移

資料：財務省「貿易統計」

また、農林水産省が503社の流通加工業者（食品製造事業者・外食産業事業

者等）の意向調査を実施(平成20年６～７月)したところ、国産野菜の使用量に

ついては、１年前と比較して増加したとの回答が過半を占めており、今後、国

産野菜の使用量を増加させたいとの回答は、約８割を占めている。

図１－５ 国産野菜の使用量の変化（平成19年と20年の比較）

資料：農林水産省

「 加 工 ・ 業 務 用 野 菜

の 取 扱 い に 関 す る 意

識 ・ 意 向 調 査 結 果 」

（ 平成20年６月下旬

～７月上旬調査）

図１－６ 国産と外国産の両方を使用している流通加工業者の意識・意向

資料：農林水産省

「加工・業務用野菜の取扱いに関する意識

・意向調査結果」

（平成20年６月下旬～７月上旬調査）
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しかしながら、食品製造業者等の意見・要望によれば、国産野菜の利用拡大

にあたっては内外価格差の問題以外に、以下のような課題の解決が必要とされ

ている。

① 原材料の安定供給に向けた産地と食品製造事業者等をつなぐ「中間事業者」

の育成・確保

② 産地・生産者側の意識を改革した上での産地体制の整備

・「加工用は、すそ物対策」という意識からの脱却

・定時・定量・定品質・定価格のほか、多様なニーズへの対応

・安全確保への対応

・一次加工の高度化、近代化の推進

・生産・流通体制の高度化の推進

・高付加価値化商品・商材の開発の推進

野菜の生産・流通体制は、現在、委託販売による家計消費用への仕向けを中

心としたものとなっているが、加工・業務用需要に対応するためには、中間事

業者を核とした安定的な国産野菜の供給体制を構築することが急務と言える。

（２）今後の取組方向

野菜は鮮度が重視される品目であることや、食品製造業者等の国産ニーズも

高いことから、一定の内外価格差はあったとしても、加工・業務用向けの国産

野菜の安定供給体制の整備を進めることで、国産シェア拡大を見込むことがで

きる。

そのための具体的な取組としては、安定供給のための中間事業者機能の強化

が特に重要であるが、その流通上の明確な位置づけがこれまでなかったことか

ら、人材の育成やビジネスモデルの確立、加工・業務用取引基準の普及、その

ほか販売方法等についての情報共有などにより、その起業・経営発展を早急に

進める必要がある。

中間事業者においては、国産原材料の安定供給を図るための産地の指導・育

成や産地間連携の推進、販路の開拓、低コスト流通システムの導入、流通の完

全コールドチェーン化のための施設整備を進める必要がある。

さらに、産地においては、実需者ニーズを踏まえた加工・業務用品種の導入

の促進、ＧＡＰの導入、トレーサビリティの取組、省力・低コスト化のための

施設・機械の導入等により、生産体制の整備を早急に進める必要がある。

食品製造業者等においては、消費者ニーズの把握や衛生・品質管理の高度化、

トレーサビリティを推進していく必要がある。

これらの取組を推進し、中間事業者を核とした新たな安定供給体制（サプラ

イチェーン）の構築を実現することが重要である。
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